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あいざつする勝又社長

低炭素の新本社ビル

気分転換に中庭を利用

女子トイレには個人ロッカーも
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　トラックの隊列走行商業化を目指
し、国土交通省に設置された「新し
い物流システムに対応した高速道路
インフラの活用に関する検討会」は
22 日の第 3 回会合で、2 月に新東
名で実施した実証実験の結果やとり
まとめ骨子などを報告したが、委員
から長期的視点が必要などの意見が
出され、とりまとめ時期を 6 月頃ま
で延期することにした。。
　同検討会は新東名・新名神の 6
車線化が実現した際に、時間によっ
て隊列走行の専用レーンを設けるこ
とが念頭にあった。今回の検討会で
も、冒頭池田豊人道路局長が「新年
度予算は防災 3 カ年計画の集中期間
で６車線化もかなり進み、隊列走行
の追い風になる。段階的な実施も含
め、年度内のとりまとめを予定してい
る」と発言していた。
　その後、先進モビリティの青木啓
二社長が２月に実施した後続有人の
実証実験結果と後続無人の開発状況
を、日本自動車工業会の小川博主査
が運送事業者からの隊列走行に関す
るヒアリング結果を報告。
　実証実験は車間距離 10 メートル

（一定）、時速 70 キロメートル走行
で行い、合流はすべて成功、制御異

常によるステアリング制御は 3 回（い
ずれも GPS 受信異常）、 一般車接
近など外部要因によるブレーキなどの
制御は 6 回発生。
　後続無人走行の開発は、自動ブ
レーキ装置など７項目のシステムで
構成（表参照）。同じく車間 10 メー
トル、時速 70 キロメートルで行い、
全長は 60 メートルとなる。
  隊列トラックは、2021 年までに後
続有人走行での商業化、22 年度以
降に東京～大阪間後続無人走行での
商業化を目論んでいた。
　しかし、運送事業者からのヒアリン
グのうち、実験に参加した事業者か
らは、 後続有人による商業化は「連
結トラックやフェリーで対応できるた
め興味はない」「ただし、 支援装置
があれば高齢者でも運転可能」、後
続無人商業化は「道路インフラの整
備は 25 年度ごろまでかかるのでは」

「個々の事業者で行うより、マッチン
グや運行管理を行う母体が必要」など
の注文が付けられた。
　このほかのヒアリングでも、 後続
有人商業化は否定的で、後続無人は

「専用レーンが有用。西日本だと中
国道と山陽道があり、中国道に専用
レーンを設けてほしい」「東京～大阪

間以外の幹線走行や地場の事業者は
使いにくい」「中継地点から先のドラ
イバー確保が困難」などかなり厳しい
意見が出た。
　中には「このシステムを使えば、
ターミナルでの荷待ちの際にトラッ
クを自動送りできる」との考えも出さ
れた。
　委員からも、「港頭でのトレーラ待
ちなどもなくすことができる。そうし
た技術の横展開も検討すべきだ」。
さらに、「隊列走行が実現した後、運
送事業者がどう事業展開していくか
の長期的な視点も盛り込むべき」など
の意見や要望が出され、検討会はあ
と1～2 回開催されることになった。

　カンダホールディングスは 22 日、
東京都千代田神田三崎町の旧本社跡
地に建設していた新本社屋の竣工式

代田区の低炭素建築物助成制度の適
用を受けるとともに、同区の特別優
良環境建築に選定。
　神事の後、あいさつに立った勝又
一俊社長は「企業の経営理念として
ESG（環境、社会、企業統治）を大
切にしている。新本社は低炭素建築
物で５割近くCO２を削減でき、企業
姿勢に合っている。社会のためにな
る施設づくりを竹中工務店から提案い
ただいたが、これからの物流センター
づくりにも取り入れていきたい。働く
人を大事にすることも会社の責任の
一つで、これまで取り組んだ物流セン
ターの食堂や女性のトイレのつくり、

を行った。
　新本社ビルは、敷地面積 499.38
平方メートル、建築面積 334.64 平

企業内保育園などでの考え方がここ
でも活かされている。新しいビルで、
新しい中期経営計画を、斬新な気持
ちで取り組んでいきたい」と話した。
　来賓の石川雅己千代田区長は「人
手不足が言われる中、働く人への配
慮が行き届いた内容のある本社がで
きて多くの方がこの会社を希望される
と思う。区の公共施設づくりにも参
考にしたい点が多々あった。環境問
題に取り組む企業の拠点になってほし

方メートル、 延床面積 2157.61 平
方メートル、地上 8 階、RC 造。
　照明の LED 化・自動調光・熱交
換器などの省エネ技術に加え、建物
が受ける光と熱をやわらげ、自然光・
風を活かす設計により、CO２削減率
41.0％を達成。環境モデル都市千

い」とあいさつした。
　乾杯の音頭をとった原島藤壽専務
は「今年で創業 76 年になる。運送
会社から物流会社、 総合物流商社
と業務の内容もどんどん変わってき
た。新しいビルを新たな象徴の一つ
として、新しいカンダを歩んでいきた
い」と述べた。
　新本社ビルは、25 日から業務を
開始した。

新本社屋を竣工 神田 三崎町

斬新な気持ちで ESG 経営
カンダ HD

　間もなく2019 年 3 月期決算時
期を迎える。「会社四季報 2019 年
春号」（東洋経済新報社刊）の証券
コードが「陸運」「倉庫・運輸」に分類
される物流企業 106 社は、人手不
足によるドライバーの待遇改善や、
外注費増によるコストアップを運賃是
正によって吸収することができてお
り、「海外強化」「M ＆ A」「働き方改
革」をキーワードとした中長期的な戦
略を打ち出す企業が増えている。
　物流企業の 2019 年 3 月期決

算は、これまで進めてきた運賃値上
げが実を結び、 増益を見込む企業
が多い。
　一方、「単価上昇も、 燃料高や
採用費増が利益圧迫」（京極運輸商
事）、「人手不足響き外注費増、価格
転嫁遅れる」（大運）など、値上げを
上回るコスト増加や価格転嫁が進ま
ない企業もある。
　来期は「建設の新規案件見込めな
いが倉庫が新規分上乗せ。貨物輸
送も数量増、 燃料費上昇分は価格

転嫁でしのぐ」（南総通運）、「貨物輸
送が堅調。前期足を引っ張った燃料
費高騰も落ち着く。人手確保に伴う
人件費の上昇をこなし営業益上向く」

（カンダ HD）とみるところが多い。
　日本通運だけは「国内外の荷動き
安定。ただ同一労働同一賃金を軸と
した制度改革で 100 億円のコスト計
上。営業減益。減配も」と、厳しい
見方をしている。
　同一労働同一賃金の制度改革を見
据え、 再度、 労働制度改革への対
応をチェックする必要がありそうだ。
加えて、 採算性の悪い荷主、 依然
値下げを求める荷主は辞退するな
ど、今後増加が予想される人件費増
に対応する原資の確保を継続してい
く必要性がある。
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お客様交流会の様子

作業者端末へ経路指示
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管理などの各種物流サービスを利用
することで、最新の経済連携網や通
商政策に通じたパートナーとして、物
流課題解決の支援から実際の物流手
配まで、一貫したサプライチェーンマ

ネジメントの支援が可能になる。
　なお、利用事例として、同社が長
年、物流をサポートしている米国医
療用品メーカーに関する調査につい
て言及。米中貿易摩擦の影響を受け

る可能性が高い商品や追加関税額を
分析した結果、出荷商品の半数以上
が影響を受けることが判明し、追加
関税を最小限に抑えるための納期の
前倒しにつながったとしている。

　佐川グローバルロジスティクス
は、 西関東支店東扇島 SRC で、
サトーが提供する倉庫の経路案内ソ
リューション「Visuai Warehouse」
を導入した。
　ピッキング経路の最短距離を「画
像」と「音声」で指示するナビゲーショ
ンシステム。作業者が端末で宣言し
た現在地情報と在庫商品の座標情報
から、ゴールまでの最短移動経路を
仮想マップ上で割り出して指示する。
　経験の浅い倉庫作業者ほど効果

が高く、ベテランと同等の作業効率
を実現。 短時間勤務、 高齢者など
多種多様な人材の雇用を促進するこ
とができ、 生産性の変
動がなくなることで効率
的な現場運営が可能に
なる。
　作業者 1 時間あたり
のピッキング行数は、シ
ステム導入前の平均 60
行から導入後には 74 行
へと約 23％の生産性向

上につながった。
　同社とサトーは、この成果をもと
に、導入区画の拡大やピッキング以
外の用途への活用に加え、さまざま
な IT ／ IoT ツールを組み合わせて相
乗効果を高め、業務改善につなげて
いく。

ピッキングを効率化
経路案内 ソリューション 導入

　郵船ロジスティクス（YLK ）は、
顧客の長期的なサプライチェーンの
持続と事業成長に貢献することを目
指し、各国の関税率変化への対応な
ど、顧客が抱える複雑な物流課題を
解決し、より深くサプライチェーンマ
ネジメントを支援するための新たなソ
リューションの提供を開始した。
　新ソリューションでは、6 つの機能
からなるデータベースを活用し、HS
コードや最新の関税率、原産地規則

■海外拠点設置が旺盛
　設備投資は、日新が「20 年度平
和島（東京・大田区）に冷蔵物流セン
ター新設、食品物流増に対応」、川
西倉庫は「国内倉庫は改装で冷蔵、
定温などで温度管理強化」と、多く
が温度管理設備を備えた物流セン
ター設置を進めている。
　今回、海外拠点拡大の記載が増え
た。アルプス物流は「欧州」、日本
ロジテムは「国際物流」、 丸全昭和
運輸は「海外拡大」、住友倉庫は「ア
ジア強化」、日本トランスシティは「大
メコン」と、見出しに掲げている。こ
のほか、鴻池運輸はインド、東洋埠
頭はロシア、サンリツは米国と中国
での拡充戦略を示した。
　出生人口の減少が続く国内は、将
来的に物量拡大が見込めないことか
ら、 ベクトルを海外に目を向ける企
業はまだまだ増えそうだ。
■ M ＆ A さらに進む
　今期は、ハマキョウレックスが「旧
日本郵便子会社（現 HMK ロジサー
ビス）がフル寄与」、エーアイテイー
は「完全子会社化した日新運輸上乗
せ」と、グループに迎えた会社が貢

　データ・テックは 14 日、 東京・
大田区産業プラザで第 28 回 SR
お客様交流会を開催した。
　冒頭、 田野通保社長は「今日は
お客様同士の交流が中心で、 その
中で機器導入などさまざまな情報交
換のきっかけになればと思う。弊社
としてもまだまだ不十分な点がある
が、結果を出すことを主眼に力を尽
くしていく」とあいさつした。
　ユーザー講演では日本ハムの永
島田充成フード・物流事業部マネー
ジャーが、 セイフティレコーダー導
入の経緯と効果を述べた。 配送を
担当するグループのニッポンフード
各社（4 社）は、 全国に 113 カ所

といった情報の提供が可能。
　輸送費から関税、保険料なども含
めた総調達コストの試算や調達コスト
予測分析、マーケット
情報の提供など、顧
客の要望に応じた総
合的なサプライチェー
ン診断サービスも提
供する。
　この診断サービス
で分析されるさまざま

献した。
　来期も、サカイ引越センターが「付
随業務関連で M＆A 検討」、トナミ
HD は「輸入品取扱拡大のため M ＆
A を積極活用」、 丸八倉庫も「業界
内提携や創業以来まだない M ＆ A
に意欲」と、 軸の事業を太くするた
めの M＆A を検討している。
　楽天は 2 月、関通（本社＝大阪府
東大阪市）と資本業務提携し、関通
から第三者割当増資を引き受けた。
大和ハウス工業は３月、若松梱包グ
ループを連結子会社した。
　今後、物流をアウトソーシングして
いた荷主企業が、物流企業をグルー
プに迎えたり、 業務提携により自ら
物流を行うケースが出てくるかもしれ
ない。
■働き方改革の影響
　労働人口の減少を受け、 南総通
運は「定年を 60 歳から 65 歳へ延
長、シニア活用で人手不足解消」と
した。日本通運は「退職金支給の適
用範囲拡大など制度大幅刷新」、福
山通運も「日曜の集配は既存顧客か
らの受け付けも停止」と、待遇改善
を実行する。

の拠点と 1360 台のトラックを保有
しており、 昨年 7 月に同車載器の
一斉導入を完了した。「機器選定の
基準には安全運転の指導ができる
ことに加え、 手間がかからないこと
も重要視した。さらに、 燃料費削
減や CO２削減など
のプラス面が多い
ことから全社導入
を決めた」という。
　運転のクセを数
値データ化し、 さ
らなる安全運転教
育を推進する。 将
来 的 には SR から
取得できる位置情

な情報を元に最適なソリューションを
提供することで、関税額の削減に留
まらず、サプライチェーン全体の効
率化が期待できる。
　また、これらソリューションに加え、
世界 550 拠点以上を有する同社ネッ
トワークを駆使した輸送手配や在庫

　一方、カンダ HD は「ドライバー不
足にはルールに沿った研修を課した
外国人を積極採用方針」と、外国人
の労働力を求める方針を打ち出す。
　セイノー HD は「荷受人に商品到
着時間を自動で知らせる Web 受取
商品状況照会サービス開始」し、
キューソー流通システムは「無人搬
送車、ロボット導入による省力化主
眼」として、顧客への対応に IT を導
入したり、 物流センターの自動化・
ロボット化を先行させる企業もある。
　人口減少により購買量は減るとい
う予測は、どの企業とも持っており、
ネット通販、宅配スーパー以外にも、
新たなサービスが生み出されてくるも
のとみられる。
　山九は「新設したインキュベーショ
ン戦略部で若手中心に 10 年後の成
長事業探求」と、社内起業制度を導
入した。
  改めて企業内の若手と事業の創出
や創業を支援するビジネス・インキュ
ベーションに取り組むことで、企業の
新たな活力が創造されよう。働き方
改革を含めたソリューションが、そこ
から生まれてくるかもしれない。

報、時間情報、走行情報を利用し、
働き方改革や売上拡大を見込んだ
配送効率アップにつなげていく考え
だ。
　北三運輸（本社＝さいたま市）の
畠山政勇人事・総務部課長は、「新
機種 SR でさらなる安全輸送をめざ
して」と題して、 同社の取り組みを
紹介。2016 年 7 月から 60 台の
トラックを SR コネクトに載せ替え

関税率変化への対応など物流課題の解決を支援
新ソリューション提供開始

SR活用の事例紹介
手間かけず安全運転指導

YLK 

データ・
テック

佐川 GL
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左から高橋氏、尾根山氏、田中氏 あいさつする荒木取締役と人事部シニアマネージャーの小林香織さん

「めんどくさい」篇の一場面
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た。 狙いは「デジタルタコグラフの
導入」「業務効率化」「さらなる安全
輸送」。「客観的な映像や数値デー
タでドライバーの意識改革が進ん

だ。今後はバック診断のデータを上
手く活用し、バック事故予防に注力
したい」と話した。
　データ・テックでは「あおり運転

対策グッズ」として REC ステッカー
やダミーカメラなども併せて紹介し
た。その後の分科会では活発な意
見交換を行った。

環型社会の構築とミシュランからの提
案」と題して、5 月から展開するワイ
ドシングルタイヤ「X One」の導入サ
ポートプログラムや、タイヤの状態を

「見える化」することで若手や女性ド

ライバーの負担軽減を図る TPMS ク
ラウドサービス、ロングライフとリグ
ルーブと再生タイヤの「3R」提案につ
いて説明した。
　田中禎浩同ダイレクターは「経営課

題と環境課題に応えるミシュランのソ
リューション」と題して、生産性、安
全性、コスト低減で高い実績を生み
つつ省資源など環境負荷低減にも貢
献する同社の製品を紹介した。

　2019 春 季 生 活 闘 争 は、14 ～
15日にかけて大手組合のヤマ場を迎
え、運輸労連大手 14 組合中 10 組
合で解決した。賃金引き上げは 6 組
合、夏期一時金も6 組合が前年実績
を上回った。この流れを 4 月中旬に
ヤマ場を迎える中小組合に波及でき
るかがカギを握る。
　賃金引き上げの解決 10 組合の単
純平均は 4800 円となり、 前年の
4274 円を 526 円上回った。トナミ
運輸、札幌通運、エスラインギフが
前年実績を 1000 円以上上回るなど
健闘が目立つ。 加重平均は 7329
円で、前年を下回ってはいるが、こ
れは前年に満額回答だったヤマト運
輸の影響が大きい。
　夏季一時金は、6 月再交渉となっ
た全新潟運輸を除く9 組合が解決。

うち 6 組合が前年実績を上回ったも
のの、目下は単純平均、加重平均と
もに前年を下回っている。
　年間一括で解決したのは全日通が
118 万円、セイノースーパーエクス
プレスが前年実績＋成果配分で、い
ずれも前年実績と同じ。
　働き方改革に伴う諸条件の改善も
進んでいる。例えば、ヤマト運輸は
①年間総労働時間計画を 2320 時
間（前年差 80 時間）、 年間公休数
を 118 日（前年差＋ 1 日）、年間所
定労働時間は 1976 時間（前年差 8
時間減）、③年次有給休暇取得率を
80％以上（前年差＋10％）のほか、
④夕方以降の配達業務を担うアン
カーキャストの積極的採用、⑤管理
者の働き方改革を進める、⑥ 60 歳
以上の社員の賃金見直しを検討する

ことで合意した。
　今後、中小単組のヤマ場は 4 月第
2 週を予定している。
　JR 貨 物 は 15 日、2019 年 度
の新賃金について「ベースアップは
200 円とする」（前年は 100 円）と
各組合に回答した。 社員数 5419
人、 平均年齢 39.0 歳、 平均勤続
17.7 年。

マツコさんを起用した
宅急便 TV-CM 開始

　ヤマト運輸は、マツコ・デラックス
さんを起用した宅急便の新 TV-CM
を 5 日から放映開始した。ＣＭは、
宅急便の「受け取る」「送る」をより
便利に利用できる無料の会員制サー
ビス「クロネコメンバーズ」の「不在
票」篇、「めんどくさい」篇、「すっぴ
ん」篇（各 15 秒）の全 3 篇。
  また、You Tube ヤマト運輸公式
チャンネルや特設 WEB サイトで、

クロネコメンバーズのオススメサービ
スを紹介した WEB 動画を
公開している。
  新 CM で は、 自 宅 でく
つろぐマツコさんを主人公
に、宅急便受け取り時に起
こりがちな3 つのシチュエー
ション（不在で受け取れな
い、再配達の依頼が面倒、
対面で受け取りたくない）を

描いた。宅急便を受け取れない状況
が起こるたびに多くの人が抱える、
宅急便が届く際の困りごとを解決で
きる「クロネコメンバーズ」を紹介し
ている。

　日本ミシュランタイヤは 12 日、東
京ビッグサイトで「2019NEW 環境
展メディアセミナー」を開催した。
　高橋敬明 B2B タイヤ事業部常務
執行役員は「より良いモビリティを提
供していくことが当社の使命。年間
10 億本の廃棄タイヤがあるが、30
年後には材料の 80％を持続可能な

ものにし、タイヤは
100％リサイクルす
るという長期戦略を
立てている。 並行
して 3R のコンセプ
トで経費削減と環
境保全に努めてい
る。わが社のタイヤ

は長持ちするのが特徴。さらに技術
革新を目指す」と述べた。
　尾根山純一マーケティング部マ
ネージャーは「業務効率の改善と循

環境負荷低減へ提案
5 月から  サポートプログラム展開

日本
ミシュラン

ヤマト運輸

　今、働き方改革の推進、とりわけ
女子力の活用が大きなテーマとなっ
ているが、NPO 法人の J-Win（内
永ゆか子理事長）は、2008 年から
ダイバーシティ＆インクルージョン
を推進している先進企業を表彰する
「J-Win ダイバーシティ・アワード」
を毎年実施している。 今年は 14

日、 ホテルイースト 21 東京でおよ
そ 750 人のダイバーシティ先進企業
のエグゼクティブと推進担当者が一
堂に会して開催された。
　同アワードで一昨年の個人賞、昨
年の企業賞入賞に続き物流業界で
初の企業賞「準大賞」を受賞したの
が SG ホールディングス。男性中心

の業界で女性の活躍に先
駆的に取り組み、 労働環
境の整備、 職域拡大・管
理職登用、 女性参画のビ
ジネス展開など、 一歩踏
み込んだ施策を実施、 加
えて男性社員の意識改革
にも取り組んでいる点が評
価され、ベーシック部門の
ベーシックアチーブメント

準大賞を受賞した。
　受賞あいさつで荒木秀夫取締役

（佐川急便代表取締役社長）は「正
直、私どものような物流企業がこのよ
うな表彰を受けるとは、まったく予想
もしていなかった。2011 年度に栗
和田会長が『女性の力で収益の 30％
を上げる』というミッションを掲げた。
これを受けてグループをまたがって

『ワクワクウィメンズプロジェクト』が
できあがり、これを通じて各事業会
社の従業員、経営層を巻き込んで地
道な活動を続けてきた結果だ」と述
べ、「女性が活用できる働きがいのあ
る働きやすい職場づくりに取り組んで
きた結果、イコール男性社員も働き
やすい職場となり、今では長時間労
働も改善されている」と男子社員への
好影響も報告。
　そのほか、〈全日本空輸〉〈日本航
空〉〈デロイト トーマツ グループ〉が
受賞した。

企業賞「準大賞」に
ダイバーシティ先進企業で

SGHD
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停車して作業内容を確認GLP 流山Ⅲ

STR-100

右・帖佐社長、左・日本ロジステック黒川社長

トラックユーザー Newsトラックユーザー News 提供：運輸新聞

　日本 GLP は 5 日、千葉県流山市
でマルチテナント型物流施設「GLP
流山Ⅲ」の竣工式を執り行った。同社
が 590 億円を投じ、2018 年 2 月
から始動した「GLP 流山プロジェク
ト」は、 今回の竣工で計画されてい
た 3 棟すべてが完成。総延べ床面
積約 32 万平方メートルで、22 年
完成予定の GLP 相模原プロジェクト

（約 65 万平方メートル）に次ぐ規模
となった。GLP 流山Ⅲは、日本ロジ 　サカイ引越センターは今月から、

現場到着前にスタッフが顧客情報を
確認したり、作業後は完了サインをタ

向けた技術開発を行い、20 年代前
半の車両価格を現行の 1 億 500 万
円から 5250 万円に半減し、30 年
に 1200 台の導入を図る。
　燃料電池フォークリフトは、16 年
から販売開始され、 現在約 150 台
稼働。1 車種のみだが、用途に応じ
て小型・大型といった車種を拡大し
ていくことが重要で、今後燃料電池

　パナソニックは、自律走行・低床
型搬送ロボット「STR-100」を 2 月
27 日に発売した。
　同製品は高さ 132ミリメートルの
低床型ボディで、 既存のカゴ台車
を改造することなく潜りこむことがで
き、その後、天板部が昇降し、カゴ
台車ごと持ち上げ移動することが可
能。低床型でありながら、最大質量
800 キログラムが搬送可能な高出力
を実現。
　床面の工事や磁気テープの貼付を

ステックともう1 社が 2 フロアずつ
賃貸、入居が決定しており、3 棟と
も満床稼働となった。
　4 階建て延べ床面積 8 万 9385
平方メートル、1 フロア当たりの床面
積は約2万平方メートル。幅員14メー
トルからなるランプウェイを２機設置
した。
　都心から25 キロメートル圏内に位
置、常磐自動車道・流山 IC から約 1
キロメートル、外環自動車道と首都
高速自動車道へのアク
セスに優れる。 東武野
田線・初石駅からは約
1.8 キロメートルに位置
する。
　地層科学研究所が提
供する、クラウド型最新
地震モニタリングサービ
スを初採用した。 震度
などを一元的に管理で

ブレット端末に記入してもらえるシス
テム「S-MOVE」を開発した。
　S-MOVE により、現場スタッフが

依頼者宅への地図などの情報
をタブレットで取得し、到着ま
でに作業の段取りを打ち合わ
せできたり、依頼者からの申
し送り事項をタブレットに入力
することで、 事務所スタッフ
がリアルタイムで把握・対応
できる。

ユニットの多用途展開、物流事業者
が整備できる簡素で運用の容易な充
填設備とし、30 年に 1 万台の普及
を図る。
　燃料電池トラックは、コンビニエン
スストアの配送用車両として小型車を
今年春頃に 2 台導入し、実証を開始
する予定となっている。
　商用トラックの国内市場保有台数

必要とせず、電子地図を基に高精度
な自律走行を実施。搬送対象のカゴ
台車の位置を認識して自動的に台車
の下へ進入し、 持
ち上げて固定する
機 能（自動 把 持 機
能）を有する。これ
らにより省人化／自
動化に大きな効果
が期待できる。
　さらに、 専用の
群制御システムソ

き、同社は新規施設への導入を計画
する。
　日本 GLP の帖佐義之社長は「3
棟すべて満床となり、大変嬉しい。
千葉県は都心の消費圏からも近く、
潜在性のあるマーケット。流山は埼
玉県三郷に匹敵する物流集積地にな
るだろう」と自信を込める。
　3・4 階に入居する 3PL 事業を展
開する日本ロジステック黒川尚悟社
長は「千葉県内に多数の営業所を構
えていることから、流山の立地面は
申し分ない。本日内部を仔細に見学
し、施設面での素晴らしさを改めて
実感した」と話した。

　作業開始時、完了時をタブレットに
入力していくことで、事務所サイドで
移動時間や休憩時間がリアルタイム
に把握できるため、労働時間管理に
も役立てる。
　導入により、①生産性向上（効率
化）②個人情報の保護③ペーパーレ
ス化④情報の蓄積――などを見込
み、蓄積した情報を元に、効率的な
配車にまでつなげていく予定。
　最初に大阪府下に配置しているト
ラック約 100 台に導入。改良点を洗
い出した上で、2019 年度中の全車
配備を目指している。

は 320 万台以上で、バス（23 万台）
以上の水素需要が見込まれる。 現
在、国内メーカーは大型トラックで近
距離（200 キロメートル・高圧ガスタ
ンク）、長距離（500 キロメートル・
液体水素タンク）それぞれの技術開発
を進めており、今後は国際展開を含
めた戦略を明確化していく必要があ
るとしている。

フト（NM-BTS100）を用 いること
で、同社独自アルゴリズムによって
複数の分岐ポイントを同時制御し、
最大 100 台までの搬送ロボットを衝
突なく同時動作させることが可能。
PC 上で簡単に制御対象の搬送ロ
ボット、走行ルート／エリアの設定・
変更もできる。

3 棟とも満床稼働
流山プロジェクト　総面積 32 万平方メートル

「S-MOVE」開発

カゴ台車ごと持上げ
低床型搬送ロボット

GLP

サカイ

パナソニック

　経済産業省は、水素・燃料電池戦
略ロードマップを策定した。現在、
100 カ所の商用水素ステーションが
開所しているが、稼働率向上の観点
からは既に投入されている燃料電池
バス・フォークリフトに加えトラックへ
の展開が重要として、小型・大型そ
れぞれの技術開発や課題を整理し、
2020 年度中にアクションプランを
作成する。
　燃料電池自動車（FCV）に使用す

る水素はリチウムイオン電池などの蓄
電池に比べて単位重量および単位体
積あたりのエネルギー密度が大きい
ため、大型・長距離輸送分野で電気
自動車（EV）より優位性があり、燃料
電池の発電効率や出力密度の向上に
より航続距離の伸張や小型化も期待
される。
　FCV（乗用車）は 2014 年に市
場投入され、 普及台数は 2926 台

（昨年末時点）と世界トップクラス。

水素ステーションは 13 年に整備を
開始し、18 年には民間 11 社によ
る日本水素ステーションネットワーク
合同会社が設立され、現在 100 カ
所が開所している。 今後、 大型車
に FCV が導入されれば、 平日休日
にかかわらず一定の走行を行うことか
ら安定的で大きな水素需要が見込ま
れ、ステーション経営の安定化にも
資する。
　ロードマップは、FCV とハイブリッ
ド車の価格差を現在の 300 万円から
70 万円に低減、25 年に 20 万台、
30 年に 80 万台の導入を目指す。
　燃料電池バスは 17 年に路線バス
で導入開始され、現在首都圏で 18
台稼働。今後は燃費・耐久性向上に
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早川哲志会長

KGL 大賞受賞者（中央は戸叶社長）

トラックユーザー Newsトラックユーザー News 提供：運輸新聞

　日本物流資格士会は 11 日、 東
京港湾福利厚生協会東京港サービ
スセンターで 2019 年総会を開催
した。
　冒頭、早川哲志会長は「法人化し
て 3 年目を迎え、この 1 年で我わ
れが最も注力したのは会員増強だ。
昨年から 1000 人の会員を目指し、

約 800 人まで増加してきた。 引き
続き、 新年度も推進していきたい」
と述べた。
　来賓あいさつで、日本ロジスティ
クスシステム協会の橋爪茂久専務は
「物流危機が叫ばれている中、 最
終的にキーとなるのは、ロボットでは
なく人材だ」、東京海洋大学の黒川
久幸教授は「荷主が物流を重要視し
ている背景から、当大学で物流を学
んだ学生のメーカーへの就職が年々
増えている」と語った。
　総会は早川会長が議長を務め、
2019 年度活動方針のテーマに「ロ
ジスティクス変革への挑戦」を据
え、 ①会員の拡大、 ②広報活動の
充実、 ③事業活動の充実、 ④委員
会活動への会員参加の促進、 ⑤会
財政の健全化ほか、 すべての議案

が満場一致で承認された。
　 その後、CBcloud の皆 川 拓 也
CSO が「新しい仕組みと技術を使っ
た物流のカタチ」と題した講演を
行った。同社の物流版 uber となる

「PickGo」は、 軽貨物自動車を業
務用で登録している個人事業主を
対象としたプラットフォーム。スマー
トフォンを活用するため、 若年層ド
ライバーの登録が多く、30 代・40
代で 59％に達した。 月間 500 ～
800 人が新規登録しており、 現在
の登録数は 1 万人以上になったと説
明した。
　当日開かれた記者会見で、 早川
会長は「物流資格士の資格を持つ
方は累積 1 万 5000 人以上となる
が、 多くの方に情報を届けるのが
我われの使命。ひとりでも多くの方
にご参加いただきたい。AI などの
最新テクノロジーはこれまでにない
速度で進化しており、セミナーなど
を通して最新情報を共有していきた
い」と語った。

会員 1 千人目指す
最新情報の共有を

日本物流
資格士会

　キリングループロジスティクスは
2 月 27 日、キリングループ本社で

「2018 年度キリングループロジス
ティクス大賞（KGL 大賞）」の事例発
表会を開催した。

　同大賞は、社会的功績により会社の
名誉となる行為、また、有益な創意工
夫、改革、チャレンジ、安全・衛生な
どの観点において業務遂行上著しい効
果をあげた案件を表彰するもの。

　18 年度は、32 の候補からグルー
プの部 10 案件、個人の部 1 案件が
受賞。当日は、キリングループ表彰
制度の「キリン社長賞」を受賞した案
件を含め、受賞案件の取り組み内容
や成果を発表した。
　発表後の祝賀会では、「ほかの事例
発表に刺激を受けた」などの声が多く
聞かれた。

KGL大賞に11案件が受賞キリン GL

　2019 年度中に数件程度の商業
サービス実現にメドをつけるため、
国土交通省は「過疎地域等におけるド
ローン物流ビジネスモデル検討会」を
設置し、7 日に初会合を開催。今年
度検証実験を行った関係者からヒアリ
ングを行った。今後、ビジネスモデ
ルを構築するための検討項目を具体
化し、6月頃に中間とりまとめを行う。
　過疎地や離島では、積載率の低い
輸配送や買い物弱者の問題があり、
新たな輸送手段としてドローンが期
待されている。昨年 9 月には目視外
補助者なし飛行に関する要件（審査
要領）が規定され、これを受け 11
月には福島県相馬市でわが国初の目
視外補助者なし飛行による輸配送が
実施された。
　国土交通省は今年度、 検証実験
の参加を公募し、申請のあった 14
件から５件を選び荷物配送実験を実
施。初会合ではうち 4 件の関係者か
らヒアリングを行った。
　長野県白馬村では 10 カ所の山小
屋に食料などを届け、帰りにゴミを下

ろしている。従来ヘリで行っている
が、輸送費がかさむことや機体の老
朽化でドローンを代替に活用すること
を志向。検証の結果、飛行が禁止さ
れている高度 150 メートルを超えな
いようにわざと下げる必要があったた
め、 情報共有が必要にはなる
が、 高さ制限緩和に関して要
望があった。
　福島県南相馬市では、電波
を中継しているためスマホで使
用する LTE 回線が使えないか
や、 人手がかからず安全に受
け取れる措置が必要になるなど
の意見が出された。
　福岡市も、LTE の使用や着
陸の際のスタッフに課題がある
ことが認められた。
　埼玉県秩父市は、許可を取
らない、いわゆるノラドローン
との接触リスクがあり、機体の
登録制度が必要なこと、 機体
の下に人がいるときはホバリン
グしなければならないルールが
あり、 本当に必要か検証すべ

きなどの意見がみられた。
　検討会は今後もヒアリングを行うと
ともに、ビジネスモデル構築に必要
な検討項目、支援措置などを具体化
していく。
　今回、ビジネスモデルの構築を目
指しているのは過疎地などでの目視
外補助なし飛行（レベル 3）。同省航
空局に設置された検討会は、有人地
帯（都市部など）の目視外飛行（レベ
ル 4）を実現するための検討に着手し
ている。

　ヤマトグローバルロジスティクス
ジャパンは、 海外と日本を結節す
る海上貨物の旗艦店となる「東京グ
ローバルロジゲート」を東京・大田区
平和島に竣工し、3 月 4 日から稼働
を開始、6 日にプレス向け見学会を

開催した。
　見学会で金井宏芳社長は、ネッ
トワークを最大の強みに、貿易物流
（フォワーダー）、 海外生活支援（海
外引越）、美術品輸送の 3 つのサー
ビスを提供しており、東京グローバ

ルロジゲートは 3 つのサービスと、
隣接するヤマトパッキングサービスが
提供する輸出・特殊梱包を一体的に
提供できること、2 キロメートルにあ
る羽田クロノゲートをはじめ東京港大
井コンテナ埠頭、羽田空港、東京貨

海上貨物の旗艦店に
東京グローバルロジゲート 4 サービスを一体的に提供

YGL
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金井宏芳社長㊨

ドックレベラー

梁の強固な構造に カッティングマシン

建物外観

トラックユーザー Newsトラックユーザー News 提供：運輸新聞

物ターミナルがすべて 4 キロメートル
圏内にあり、施設は 24 時間有人で

「越境 EC やアパレル、医療、化粧
品など高いセキュリティを必要とする
付加価値の高い商材を取り扱うお客
様にご利用いただきたい。サプライ
チェーンの川上から川下まで一体化し
たサービスを提供できる」と述べた。
　輸出入ともに、通関・入出庫・仕
分け・保管・流通加工などを一体的
に提供し、コスト・リードタイム短縮
に貢献する。
　敷地面積約 1 万平方メートル、延
べ床面積約 2 万平方メートル。耐火
建築物で地上 4 階建て（倉庫は 3 層
で全館保税エリア）。耐荷重も 1 階
は 3トン、4 階でも 2トンある。 梁
が強固な構造のため、揺れが少ない。
　1 階の荷受けエリアは 20 台分のト
ラックバースがあり、ドックレベラー
を 10 基備える。 海外引越のオペ

レーション会社と作業会社 2 店が入
居し、マザーセンターとしての機能を
有する。外装梱包作業を行うエリア
があり、ヤマトパッキングサービスと
は連絡通路でつながっている。
　2 階は美術品エリア。定温定湿空
調管理して美術品を保管
し、LED は紫外線をカッ
ト、 万一の火事の時も美
術品を守る不活性ガスが
放出される。一般空調倉
庫、製函室（完全オーダー
メイドの木箱を作成）が置
かれ、 美 術 品 梱 包 用 段
ボールを作成するカッティ
ングマシンを備える。 美
術品を展示・内覧できる

ビューイングルームも設置。
　４階は流通加工作業・保管エリア。
1800 坪の保税蔵置場となってい
る。上階層でも 30℃を超えないよう
空調管理し、空調横には監視カメラ
を備え、セキュリティを重視している。


